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(実施)38. 7. 1 
(変更)39. 3.13 39.12. 1 41. 8.10 45. 3. 1 

46.10. 1 46.10.28 47.12. 1 50. 5.31 
50.12. 1 52. 3.31 52. 9.30 57.10. 1 
58.11. 1 60.12. 2 61.11. 1 62. 5.20 
4. 7. 1  5. 8. 1  6.10. 1  8. 1. 1 
8. 4. 1 10. 1. 1 10. 3. 1 10. 4. 1 

10.12. 1 11. 3. 1 11. 8. 1 11. 9. 1 
11.11.10 12. 3. 1 12. 4. 7 12. 7. 1 
13. 4. 1 13. 7.10 13.10. 1 14. 4. 1 
15. 1. 1 15. 4. 1 15. 5. 8 17. 2. 1 
17. 4. 1 17.12. 8 18. 5. 1 18.12.22 
19. 7. 1 19. 9.30 20. 4. 1 20. 6. 1 
21. 1. 5 21.11. 9 24. 4. 1 24. 6. 1 
26. 7. 1 27. 2.13 30. 3.31  1.12.12 

 

株券上場審査基準の取扱い 

 

(制定)47.12. 1 
(改正)49. 5. 1 50. 5.31 50.12. 1 52. 3.31 

52. 9.30 53. 6. 1 53. 9. 6 57. 1.20 
57. 5. 1 57.10. 1 58.11. 1 59. 9. 1 
60.12. 2 61.11. 1 62. 5.20 62.11.25 
63.10. 1  1. 4. 1  3. 3. 1  3. 4. 1 
4. 7. 1  4. 8. 1  4.12.28  5. 4. 1 
5. 8.10  6. 9. 1  6.10. 1  7. 1. 1 
7. 6. 1  8. 1. 1  8. 4. 1  8.11. 1 
9. 1. 1  9. 6. 1  9. 8. 1 10. 1. 1 

10. 3. 1 10. 4. 1 10.12. 1 11. 3. 1 
11. 7. 1 11. 8. 1 11. 9. 1 11.11.10 
12. 3. 1 12. 4. 7 12. 7. 1 12.11.30 
13. 1. 6 13. 4. 1 13. 7.10 13. 9. 4 
13.10. 1 14. 2. 1 14. 4. 1 14. 6.25 
15. 1. 1 15. 2.10 15. 4. 1 15. 5. 8 
16. 9. 1 16.10. 1 16.12.13 17. 2. 1 
17. 4. 1 18. 5. 1 19. 9.30 20. 4. 1 
20. 6. 1 20.12.12 21. 1. 5 21.11. 9 
22. 3. 4 22. 6.30 23. 1. 1 23.10.31 
24. 4. 1 24. 6. 1 24.10. 1 26. 4. 1 
26. 7. 1 27. 2.13 27. 4. 1 27. 5. 1 
28. 4. 1 30. 3.31 

 

（目 的） 

第1条 本所に上場される株券の上場審査並びに上場

株券の上場市場の変更審査については、この基準に

よるものとする。 

 

 

（上場審査） 

第２条 株券の上場審査（アンビシャスへの上場申請

が行われた株券に係るものを除く。）は、新規上場

申請者並びに新規上場申請者及びその資本下位会

社等により構成される新規上場申請者の企業グル

ープ（以下「新規上場申請者の企業グループ」とい

う。）に関する次の各号に掲げる事項について行う

ものとする。 

 

 

1. 第２条（上場審査）関係 

(1) 第１項に規定する「資本下位会社等」とは、

人的関係会社（人事、資金、技術、取引等の関係

を通じて、新規上場申請者が他の会社を実質的に

支配している場合又は他の会社により実質的に

支配されている場合における当該他の会社をい

う。）及び資本的関係会社（新規上場申請者（そ

の特別利害関係者を含む。）が他の会社の総株主

の議決権の 100 分の 20 以上を実質的に保有して

いる場合又は他の会社（その特別利害関係者を含

む。）が新規上場申請者の総株主の議決権の 100

分の 20 以上を実質的に保有している場合におけ

る当該他の会社をいう。）のうち、新規上場申請

者が実質的に支配又は保有している他の会社を

いうものとする。 

(2) 第１項各号に掲げる事項の審査は、それぞれ

次に掲げる基準に適合するかどうかを検討する

ものとする。 

(1) 企業の継続性及び収益性 ａ 第１号関係 
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継続的に事業を営み、かつ、安定的な収益基盤

を有していること。 

 

(a) 新規上場申請者の企業グループの事業計

画が、そのビジネスモデル、事業環境、リス

ク要因等を踏まえて、適切に策定されている

と認められること。 

(b) 新規上場申請者の企業グループが今後に

おいて安定的に利益を計上することができ

る合理的な見込みがあること。 

(c) 新規上場申請者の企業グループの経営活

動（事業活動並びに投資活動及び財務活動を

いう。以下同じ。）が、次のイからニまでに

掲げる事項その他の事項から、安定かつ継続

的に遂行することができる状況にあると認

められること。 

 イ 新規上場申請者の企業グループの事業

活動が、次の(ｲ)及び(ﾛ)に掲げる状況にあ

ること。 

  (ｲ) 仕入れ、生産、販売の状況、取引先

との取引実績並びに製商品・サービスの

特徴及び需要動向その他の事業の遂行

に関する状況（企業グループの構造に関

する観点を除く。）に照らして、事業活

動が安定かつ継続的に遂行することが

できる状況にあること。 

  (ﾛ) 企業グループの構造が、継続的な事

業活動の遂行を著しく妨げるものでな

いこと。 

 ロ 新規上場申請者の企業グループの設備

投資及び事業投資等の投資活動が、投資状

況の推移及び今後の見通し等の状況に照

らして、経営活動の継続性に支障を来す状

況にないこと。 

 ハ 新規上場申請者の企業グループの資金

調達等の財務活動が、財務状況の推移及び

今後の見通し等に照らして、経営活動の継

続性に支障を来す状況にないこと。 

 ニ 新規上場申請者の企業グループの主要

な事業活動の前提となる事項（主要な業務

又は製商品に係る許可、認可、免許若しく

は登録又は販売代理店契約若しくは生産

委託契約をいう。以下同じ。）について、

その継続に支障を来す要因が発生してい

る状況が見られないこと。 

(2) 企業経営の健全性 

事業を公正かつ忠実に遂行していること。 

 

ｂ 第２号関係 

(a) 新規上場申請者の企業グループが、次の

イ及びロに掲げる事項その他の事項から、そ
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の関連当事者その他の特定の者との間で、取

引行為（間接的な取引行為及び無償の役務の

提供及び享受を含む。以下同じ。）その他の

経営活動を通じて不当に利益を供与又は享

受していないと認められること。 

 イ 新規上場申請者の企業グループとその

関連当事者（財務諸表等規則第８条第 17

項に掲げる関連当事者をいう。以下同じ。）

その他の特定の者との間に取引が発生し

ている場合において、当該取引が取引を継

続する合理性及び取引価格を含めた取引

条件の妥当性を有すること。 

 ロ 新規上場申請者の企業グループの関連

当事者その他の特定の者が自己の利益を

優先することにより、新規上場申請者の企

業グループの利益が不当に損なわれる状

況にないこと。 

(b) 新規上場申請者の役員（取締役、会計参

与（会計参与が法人であるときはその職務を

行うべき社員を含む。以下同じ。）、監査役

又は執行役（理事及び監事その他これらに準

ずるものを含む。）。以下同じ。）の相互の

親族関係、その構成、勤務実態又は他の会社

等の役職員等との兼職の状況が、当該新規上

場申請者の役員としての公正、忠実かつ十分

な職務の執行又は有効な監査の実施を損な

う状況でないと認められること。この場合に

おいて、新規上場申請者の取締役、会計参与

又は執行役その他これらに準ずるものの配

偶者並びに二親等内の血族及び姻族が監査

役、監査等委員又は監査委員その他これらに

準ずるものに就任しているときは、有効な監

査の実施を損なう状況にあるとみなすもの

とする。 

(c) 新規上場申請者が親会社等を有している

場合（上場後最初に終了する事業年度の末日

までに親会社等を有しないこととなる見込

みがある場合を除く。）には、次のイからハ

までに掲げる事項その他の事項から、新規上

場申請者の企業グループの経営活動が当該

親会社等からの独立性を有する状況にある

と認められること。 

イ 新規上場申請者の企業グループの事業

内容と親会社等の企業グループ（新規上場

申請者の企業グループを除く。以下同じ。）
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の事業内容の関連性、親会社等の企業グル

ープからの事業調整の状況及びその可能

性その他の事項を踏まえ、事実上、当該親

会社等の一事業部門と認められる状況に

ないこと。 

 ロ 新規上場申請者の企業グループ又は親

会社等の企業グループが、通常の取引の条

件（例えば市場の実勢価格をいう。以下同

じ。）と著しく異なる条件での取引等、当

該親会社等又は当該新規上場申請者の企

業グループの不利益となる取引行為を強

制又は誘引していないこと。 

 ハ 新規上場申請者の企業グループの出向

者の受入れ状況が、親会社等に過度に依存

しておらず、継続的な経営活動を阻害する

ものでないと認められること。 

(3) 企業のコーポレート・ガバナンス及び内部管

理体制の有効性 

コーポレート・ガバナンス及び内部管理体制が

適切に整備され、機能していること。 

ｃ 第３号関係 

 (a) 新規上場申請者の企業グループの役員の

適正な職務の執行を確保するための体制が、

次のイ及びロに掲げる事項その他の事項か

ら、適切に整備、運用されている状況にある

と認められること。 

イ 新規上場申請者の企業グループの役員

の職務の執行に対する有効な牽制及び監

査が実施できる機関設計及び役員構成で

あること。この場合における上場審査は、

企業行動規範に関する規則第５条の２か

ら第８条までの規定に定める事項の遵守

状況を勘案して行うものとする。 

ロ 新規上場申請者の企業グループにおい

て、企業の継続及び効率的な経営の為に役

員の職務の執行に対する牽制及び監査が

実施され、有効に機能していること。 

(b) 新規上場申請者及びその企業グループが

経営活動を有効に行うため、その内部管理体

制が、次のイ及びロに掲げる事項その他の事

項から、適切に整備、運用されている状況に

あると認められること。 

 イ 新規上場申請者の企業グループの経営

活動の効率性及び内部牽制機能を確保す

るに当たって必要な経営管理組織（社内諸

規則を含む。以下同じ。）が、適切に整備、

運用されている状況にあること。 

 ロ 新規上場申請者の企業グループの内部

監査体制が、適切に整備、運用されている
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状況にあること。 

(c) 新規上場申請者の企業グループの経営活

動の安定かつ継続的な遂行及び適切な内部

管理体制の維持のために必要な人員が確保

されている状況にあると認められること。 

(d) 新規上場申請者の企業グループがその実

態に即した会計処理基準を採用し、かつ、必

要な会計組織が、適切に整備、運用されてい

る状況にあると認められること。 

(e) 新規上場申請者の企業グループにおい

て、その経営活動その他の事項に関する法令

等を遵守するための有効な体制が、適切に整

備、運用され、また、最近において重大な法

令違反を犯しておらず、今後においても重大

な法令違反となるおそれのある行為を行っ

ていない状況にあると認められること。 

(4) 企業内容等の開示の適正性 

企業内容等の開示を適正に行うことができる

状況にあること。 

 

 

ｄ 第４号関係 

(a) 新規上場申請者の企業グループが、経営

に重大な影響を与える事実等の会社情報を

適正に管理し、投資者に対して適時、適切に

開示することができる状況にあると認めら

れること。また、内部者取引等（法第 166 条、

第 167条及び法第 167条の２の規定に禁止さ

れる行為をいう。以下同じ。）の未然防止に

向けた体制が、適切に整備、運用されている

状況にあると認められること。 

(b) 新規上場申請書類のうち企業内容の開示

に係るものについて、法令等に準じて作成さ

れており、かつ、次のイ及びロに掲げる事項

その他の事項が適切に記載されていると認

められること。 

 イ 新規上場申請者及びその企業グループ

の財政状態及び経営成績、役員・大株主・

関係会社等に関する重要事項等の投資者

の投資判断に重要な影響を及ぼす可能性

のある事項 

 ロ 新規上場申請者の企業グループの主要

な事業活動の前提となる事項に係る次の

(ｲ)から(ﾆ)までに掲げる事項 

  (ｲ) 新規上場申請者の企業グループの主

要な事業活動の前提となる事項の内容 

  (ﾛ) 許認可等の有効期間その他の期限が

法令又は契約等により定められている

場合には、当該期限 

  (ﾊ) 許認可等の取消し、解約その他の事
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由が法令又は契約等により定められて

いる場合には、当該事由 

  (ﾆ) 新規上場申請者の企業グループの主

要な事業活動の前提となる事項につい

て、その継続に支障を来す要因が発生し

ていない旨及び当該要因が発生した場

合に事業活動に重大な影響を及ぼす旨 

(c) 新規上場申請者の企業グループが、その

関連当事者その他の特定の者との間の取引

行為又は株式の所有割合の調整等により、新

規上場申請者の企業グループの実態の開示

を歪めていないこと。 

(d) 新規上場申請者が親会社等を有している

場合（上場後最初に終了する事業年度の末日

までに親会社等を有しないこととなる見込

みがある場合を除く。）には、当該親会社等

の開示が有効であるものとして、次のイ又は

ロのいずれかに該当すること。 

 イ 新規上場申請者の親会社等（親会社等が

複数ある場合には、新規上場申請者に与え

る影響が最も大きいと認められる会社を

いうものとし、その影響が同等であると認

められるときは、いずれか一つの会社をい

う。以下このイ及びロにおいて同じ。）が

発行する株券等が国内の金融商品取引所

に上場されていること（当該親会社等が発

行する株券等が外国の金融商品取引所等

において上場又は継続的に取引されてお

り、かつ、当該親会社等又は当該外国の金

融商品取引所等が所在する国における企

業内容の開示の状況が著しく投資者保護

に欠けると認められない場合を含む。）。 

  ロ 新規上場申請者が、その経営に重大な影

響を与える親会社等（前イに適合する親会

社等を除く。）に関する事実等の会社情報

を適切に把握することができる状況にあ

り、新規上場申請者が、当該会社情報のう

ち新規上場申請者の経営に重大な影響を

与えるものを投資者に対して適切に開示

することに当該親会社等が同意すること

について書面により確約すること。 

(e) (a)から前(d)までの規定にかかわらず、

新規上場申請者の発行する株券が既に国内

の他の金融商品取引所に上場しており、新規

上場申請者の企業内容等の開示実績が良好
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である場合には、その状況を勘案して、審査

を行うこととする。 

(5) その他公益又は投資者保護の観点から本所が

必要と認める事項 

 

ｅ 第５号関係 

(a) 株主の権利内容及びその行使の状況が、

次のイ及びロに掲げる事項その他の事項か

ら、公益又は投資者保護の観点で適当と認め

られること。 

 イ 株主の権利内容及びその行使が不当に

制限されていないこと。 

 ロ 新規上場申請者が買収防衛策を導入し

ている場合には、企業行動規範に関する規

則第９条各号に掲げる事項を遵守してい

ること。 

(b) 新規上場申請者の企業グループが、経営

活動や業績に重大な影響を与える係争又は

紛争等を抱えていないこと。 

(c) 新規上場申請者の企業グループが反社会

的勢力による経営活動への関与を防止する

ための社内体制を整備し、当該関与の防止に

努めていること及びその実態が公益又は投

資者保護の観点から適当と認められること。 

(d) その他公益又は投資者保護の観点から適

当と認められること。 

 (3) 前(2)の規定にかかわらず、新規上場申請者が

上場会社の人的分割により設立される会社であ

って、当該分割前に上場申請が行われた場合に

は、第１項各号に掲げる事項の審査は、分割によ

り承継する事業及び分割の計画等について、前

(2)に掲げる基準に適合するかどうかを検討する

ものとする。 

２ 前項の上場審査は、有価証券上場規程第３条

各項の規定に基づき新規上場申請者が提出す

る書類及び質問等に基づき行うものとする。 

 

３ 第１項の上場審査は、本所で定める期間以内

に完了することを目途に行うものとする。 

 (4) 第３項に規定する本所が定める期間は、本所

が本則市場への新規上場申請を受理してから３

か月とする。 

４ 第１項の規定は、第４条第２項の規定の適用を受

ける新規上場申請者の株券の上場審査については、

適用しない。 

 

 

第３条 削 除 

 

 

（上場審査基準） 

第４条 第２条に規定する上場審査は、次の第１号、

第３号から第 11 号までに適合する新規上場申請者

 

2. 第４条（上場審査基準）第１項関係 
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の株券で、第２号又は第２号の２に適合するものを

対象として行うものとする。 

(1) 株主数 

株主数（１単位（業務規程第 15 条に規定する

売買単位をいう。以下同じ。）以上の株式を所有

する株主の数をいう。以下同じ。）が、上場の時

までに、300 人以上となる見込みのあること。 

(1) 株主数及び流通株式数 

ａ 第１号に規定する株主数及び第２号に規定

する流通株式数については、次のとおり取り扱

うものとする。 

(a) 第２号に規定する「明らかに固定的所有

でないと認められる株式」とは、次に掲げる

株式をいう。 

イ 投資信託又は年金信託に組み入れられ

ている株式その他投資一任契約その他の

契約又は法律の規定に基づき信託財産に

ついて投資をするのに必要な権限を有す

る投資顧問業者若しくは信託業務を営む

銀行又はこれらに相当すると認められる

者が当該権限に基づき投資として運用す

ることを目的とする信託に組み入れられ

ている株式 

ロ 投資法人又は外国投資法人の委託を受

けてその資産の保管に係る業務を行う者

が当該業務のため所有する株式 

ハ 証券金融会社又は金融商品取引業者が

所有する株式のうち信用取引に係る株式 

ニ 預託証券に係る預託機関（当該預託機関

の名義人を含む。以下同じ。）の名義の株

式 

ホ その他当該株式数の 10％以上を所有す

る者以外の者が実質的に所有している株

式のうち、本所が適当と認めるもの 

(b) 新規上場申請者が所有する自己株式につ

いて、自己株式処分等決議を行った場合の当

該自己株式処分等決議に係る自己株式は、こ

れを所有していないものとみなして流通株

式数を算定する。この場合において、当該自

己株式処分等決議が特定の者に対して譲渡

する自己株式処分等決議であるときは、当該

自己株式は当該特定の者が所有しているも

のとみなして株主数及び流通株式数を算定

する。 

(c) 新規上場申請者が所有する自己株式につ

いて、自己株式消却決議を行った場合の当該

自己株式消却決議に係る株式は、これを消却

したものとみなして上場株式数を算定する。 

(d) 株式に係る権利を表示する預託証券が発

行されている場合には、当該預託証券を所有
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する者（１単位以上の株式に係る権利を表示

する預託証券を所有する者に限る。）の数は、

株主数に加算することができるものとする。 

(e) 株主数及び流通株式数については、最近

の基準日等（有価証券上場規程に関する取扱

い要領２．(4)ｊに規定する基準日等をいう。

以下同じ。）における株主の数又は株主が所

有する株式の数（以下次のｂまでにおいて

「株主等の状況」という。）に基づき算定す

るものとする。この場合において、新規上場

申請者が当該基準日等における株主等の状

況を把握するに至っていないときは、それ以

前の株主等の状況を把握している最近の基

準日等における株主等の状況に基づき算定

するものとする。 

(f) 前(e)の規定にかかわらず、相互会社から

株式会社への組織変更を行う場合において、

組織変更後最初の基準日等における株主等

の状況を把握するまでの間は、組織変更に伴

う相互会社の社員に対する株式の割当てに

係る株主等の状況に基づき算定するものと

する。 

ｂ 新規上場申請者が、前ａの(e)又は(f)の規定

により株主数及び流通株式数の算定の基礎と

した基準日等（(f)の場合にあっては、組織変

更に伴う相互会社の社員に対する株式の割当

ての基準となる日。以下この(1)において「最

近の基準日等」という。）の後に上場申請に係

る株券の公募若しくは売出し又は上場のため

の数量制限付分売を行う場合は、次の取扱いに

よるものとし、当該取扱いに定める「公募又は

売出予定書」又は「数量制限付分売予定書」に

記載される株式の分布状況に基づき株主数及

び流通株式数を算定するものとする。ただし、

第２号の２に規定する上場申請に係る株券の

公募又は売出しを行う場合の株主数について

は、(2)a に定める「公募又は売出予定書」に

記載される株主数に基づき算定するものとす

る。 

(a) 公募又は売出しを行う場合 

イ 新規上場申請者及び当該公募又は売出

しに関し元引受契約を締結する金融商品

取引業者である本所の会員（有価証券上場

規程第３条第２項第７号に規定する非会

員金融商品取引業者を含む。以下「元引受
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会員」という。）は、公募又は売出しの内

容及び手続並びに最近の基準日等におけ

る株主等の状況を記載した本所所定の「公

募又は売出予定書」を提出するものとし、

当該予定書に変更を生じた場合には、直ち

に変更後の「公募又は売出予定書」を提出

するものとする。ただし、本所の会員（有

価証券上場規程第３条第２項第７号に規

定する非会員金融商品取引業者を含む。以

下このｂにおいて同じ。）が当該公募又は

売出しに関し元引受契約を締結しない場

合においては、当該公募又は売出しに関し

募集又は売出しの取り扱いを行うことと

なる契約を締結する金融商品取引業者で

ある本所の会員を元引受会員とみなして

この規定を適用する。（以下この(1)におい

て同じ。） 

ロ 本所が新規上場申請者の株式の分布状

況と「公募又は売出予定書」を検討し、当

該予定書の内容を不適当と認めて、その変

更を要請した場合には、新規上場申請者及

び元引受会員は、その内容を改善し、かつ、

改善後の「公募又は売出予定書」を提出す

るものとする。 

ハ 元引受会員は、原則として公募又は売出

しの申込期間終了の日から起算して３日

目（休業日を除外する。）の日までに、本

所所定の「公募又は売出実施通知書」を提

出するとともに、当該公募又は売出しの内

容を新規上場申請者に通知するものとす

る。 

ニ 前ハに規定する「公募又は売出実施通知

書」は、元引受会員が２社以上ある場合に

は、当該元引受会員のうち１社が代表して

提出することができるものとする。 

(b) 上場のための数量制限付分売を行う場合 

イ 新規上場申請者及び上場のための数量

制限付分売を行う金融商品取引業者であ

る本所の会員（以下「立会外分売取扱会員」

という。）は、当該上場のための数量制限

付分売の内容及び手続並びに最近の基準

日等における株主等の状況を記載した本

所所定の「数量制限付分売予定書」を提出

するものとし､当該予定書に変更を生じた

場合には、直ちに変更後の「数量制限付分
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売予定書」を提出するものとする。 

ロ 本所が新規上場申請者の株式の分布状

況と「数量制限付分売予定書」を検討し、

当該予定書の内容を不適当と認めて、その

変更を要請した場合には、新規上場申請者

及び立会外分売取扱会員は、その内容を改

善し、かつ、改善後の「数量制限付分売予

定書」を提出するものとする。 

ハ 立会外分売取扱会員は、原則として上場

のための数量制限付分売の日から起算し

て３日目（休業日を除外する。）の日まで

に、本所所定の「数量制限付分売後の株式

の分布状況表」を提出するとともに、当該

上場のための数量制限付分売の結果を新

規上場申請者に通知するものとする。 

(c) 上場申請に係る株券の公募又は売出しに

ついて本所の会員以外の金融商品取引業者

（以下「非会員金融商品取引業者」という。）

又は外国証券業者が元引受契約又は募集若

しくは売出しの取扱いを行うこととなる契

約（本所の会員が元引受契約を締結する場合

には､元引受契約に限る。以下「元引受契約

等」という。）を締結する場合には、新規上

場申請者は、当該公募又は売出しについて元

引受契約等を締結する非会員金融商品取引

業者（本所と国内の他の金商品取引所に同時

に上場申請を行った新規上場申請者及び元

引受会員が、同時に上場申請を行った国内の

金融商品取引所のうちいずれか１か所の金

融商品取引所を主たる金融商品取引所とし

て指定し、本所に通知した場合であって、当

該指定に係る金融商品取引所（以下「指定金

融商品取引所」という。）が本所以外の金融

商品取引所であるときは、当該金融商品取引

所の会員又は取引参加者である非会員金融

商品取引業者に限る。）又は外国証券業者（本

所が指定金融商品取引所となる場合に元引

受契約等を締結する外国証券業者に限る。）

との間において、当該公募又は売出しの実施

状況に関する元引受会員への報告等を内容

とする契約を締結することができる。この場

合において、新規上場申請者が当該契約を証

する書面の写しを本所に提出したときは、当

該契約を締結する非会員金融商品取引業者

又は外国証券業者が引き受け又は取り扱う
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株主等の状況について、(a)に規定する「公

募又は売出予定書」及び「公募又は売出実施

通知書」に記載することができるものとす

る。 

ｃ 新規上場申請者が、自己株式取得決議に基づ

き自己株式を買い付けた場合は、ａ及び前ｂの

規定に基づき算定した株主数から当該自己株

式を買い付けることにより減少する株主数を

減じるものとする。この場合において減少する

株主数は、次の新規上場申請者の区分に従い、

当該区分に定める人数とする。 

(a) 国内の他の金融商品取引所に上場されて

いる株券の発行者である新規上場申請者 

公開買付け（新規上場申請者が最近の基準

日等の後に公開買付けを行った場合であっ

て、当該公開買付けに応じて株券の売付けを

した人数が記載された書面を提出した場合

の公開買付けに限る。以下このｃにおいて同

じ。）に応じて株券の売付けをしたことによ

り減少したと認められる人数及び当該基準

日等の後に買い付けた自己株式に係る株式

数（当該公開買付けにより買い付けた株式数

を除く。以下このｃにおいて「当該買付株式

数」という。）について新規上場申請者が本

所に提出した「株式の分布状況表」の所有数

別状況における株式の状況の区分に記載さ

れる所有株式数に基づき、次のイ又はロによ

り算出した人数の合計人数 

イ 株主のある最も小さい単位の区分の所

有株式数の欄に記載された株式数が当該

買付株式数を超える場合 

当該買付株式数を、株主のある最も小さ

い単位の区分の所有株式数の欄に記載さ

れた株式数を当該区分の株主数の欄に記

載された人数で除して得た数で、除して得

た人数（端数は切り上げる。） 

ロ イ以外の場合 

次の(ｲ)及び(ﾛ)を合算した人数 

(ｲ) 株主のある最も小さい単位の区分の

所有株式数の欄に記載された株式数に、

当該単位の区分を超えることとなる区

分の所有株式数の欄に記載された株式

数を小さい単位の区分から順次合算し、

その株式数が当該買付株式数を超える

こととなる区分の前区分までの株主数
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の欄に記載された人数を合算した人数 

(ﾛ) 当該買付株式数から株主のある最も

小さい単位の区分より前(ｲ)に規定する

前区分までの所有株式数の欄に記載さ

れた株式数を順次合算した株式数を減

じて得た株式数を、前(ｲ)に規定する当

該買付株式数を超えることとなる区分

の所有株式数の欄に記載された株式数

を当該区分の株主数の欄に記載された

人数で除して得た数で、除して得た人数

（端数は切り上げる。） 

(b) (a)以外の新規上場申請者 

自己株式取得決議に係る売主（当該買付け

に対し、その所有するすべての株券の売付け

を行わないことが明らかな売主を除く。）の

人数 

ｄ 国内の金融商品取引所に上場されている株

券の発行者である新規上場申請者が最近の基

準日等の後に株券の公募若しくは売出し又は

国内の金融商品取引所の規則により定める立

会外分売（50 単位未満の範囲内で買付申込数

量に限度を設けて行ったものをいう。）を行っ

た場合であって、新規上場申請者及び幹事会員

が、当該公募若しくは売出しの内容又は立会外

分売の結果についてｂの(a)ハ、(b)ハ又は(c)

の規定に基づき新規上場申請者、元引受会員又

は立会外分売取扱会員が提出することとされ

ている書面と同種の書面を提出したときは、第

１号に規定する株主数及び第２号に規定する

流通株式数は、次の(a)及び(b)に定めるところ

により取り扱うことができるものとする。 

(a) 株主数については、新規上場申請者が本

所に提出した「株式の分布状況表」に記載さ

れた株主数に、当該公募若しくは売出し又は

立会外分売に係る株主数（当該立会外分売に

ついては、本所が認めた人数）を加算した株

主数を最近の基準日等における株主数とみ

なすものとする。 

(b) 流通株式数については、新規上場申請者

が本所に提出した「株式の分布状況表」に記

載された流通株式数に、当該公募若しくは売

出し又は立会外分売に係る株式数（当該株式

のうち明らかに流通株式とはならないと認

められる株式数を除く。）を加算した株式数

を最近の基準日等における流通株式数とみ
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なすものとする。 

ｅ 新規上場申請者が、上場会社の人的分割によ

りその事業を承継する会社であって、当該分割

前に上場申請が行われた場合には、ａから前ｄ

までの規定に準じて算定した上場日における

新規上場申請者の株主数及び流通株式数につ

いて審査を行うものとする。 

ｆ 新規上場申請者が、上場日以前に合併又は株

式交換若しくは株式移転を行う場合の株主数

及び流通株式数については、前ｅの規定を準用

する。 

 

(2) 流通株式数 

次のａ及びｂに適合すること。 

ａ 流通株式数（役員（役員持株会を含み、取締

役、会計参与（会計参与が法人であるときは、

その職務を行うべき社員を含む。）、監査役、執

行役（理事及び監事その他これらに準ずる者を

含む。）をいう。以下同じ。）、新規上場申請者

が自己株式を所有している場合の当該新規上

場申請者、上場株式数の 10％以上の株式（明ら

かに固定的所有でないと認められる株式を除

く。）を所有する株主及び役員以外の特別利害

関係者（企業内容等の開示に関する内閣府令

（昭和 48 年大蔵省令第５号）第１条第 31 号イ

に規定する特別利害関係者をいう。）を除く株

主が所有する株式の数をいう。以下同じ。）が、

上場の時までに、2,000 単位以上となる見込み

のあること。 

ｂ 流通株式数が、上場の時までに、上場株式数

の 25％以上となる見込みのあること。 

 

 

(2)の２ 公募等の実施 

   上場申請日から上場日の前日までの期間に、

1,000 単位又は上場の時において見込まれる上

場株券の数の 10％のいずれか多い株式数以上

の上場申請に係る株券の公募又は売出しを行

うこと。 

 

(2) 公募等の実施 

新規上場申請者が、第２号の２に規定する上場

申請に係る株券の公募又は売出し（以下この(2)

において「上場に係る公募等」という。）を行う

場合は、次の取扱いによるものとする。 

ａ 新規上場申請者及び元引受会員は、上場に係る

公募等の内容及び手続を記載した本所所定の「公

募又は売出予定書」を提出するものとし、当該予

定書に変更を生じた場合には、直ちに変更後の

「公募又は売出予定書」を提出するものとする。

ただし、本所の会員（有価証券上場規程第３条第

２項第７号に規定する非会員金融商品取引業者
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を含む。）が上場に係る公募等に関し元引受契約

を締結しない場合においては、当該上場に係る公

募等に関し募集又は売出しの取扱いを行うこと

となる契約を締結する金融商品取引業者である

本所の会員を元引受会員とみなしてこの規定を

適用する。（以下この(2)において同じ。） 

ｂ 本所が新規上場申請者の株式の分布状況と「公

募又は売出予定書」を検討し、当該予定書の内容

を不適当と認めて、その変更を要請した場合に

は、新規上場申請者及び元引受会員は、その内容

を改善し、かつ、改善後の「公募又は売出予定書」

を提出するものとする。 

ｃ 元引受会員は、原則として上場に係る公募等の

申込期間終了の日から起算して３日目（休業日を

除外する。）の日までに、本所所定の「公募又は

売出実施通知書」を提出するとともに、当該上場

に係る公募等の内容を新規上場申請者に通知す

るものとする。 

ｄ 前ｃに規定する「公募又は売出実施通知書」は、

元引受会員が２社以上ある場合には、当該元引受

会員のうち１社が代表して提出することができ

るものとする。 

ｅ 前２．(1)ｂの(c)の規定は、上場に係る公募等

について非会員金融商品取引業者又は外国証券

業者が元引受契約等を締結する場合について準

用する。 

(3) 上場時価総額 

上場日における上場時価総額が 10 億円以上と

なる見込みのあること。 

(3) 上場時価総額 

第３号に規定する「上場時価総額」とは、次の

ａ又はｂに掲げる新規上場申請者の区分に従い、

当該ａ又はｂに定める額をいうものとする。 

ａ 国内の金融商品取引所に上場されている株

券の発行者である新規上場申請者 

(a) 当該新規上場申請者が上場申請に係る公

募又は売出しを行う場合 

当該公募又は売出しの見込み価格と本所

が当該新規上場申請者の上場申請に係る株

券の上場を承認する日の前々日からさかの

ぼって１か月間における当該株券の最低価

格（当該株券が上場されている国内の金融商

品取引所の売買立会における日々の最終価

格のうち最低の価格をいう。）のいずれか低

い価格に上場時において見込まれる上場株

式数を乗じて得た額 

(b) 前(a)以外の場合 

本所が当該新規上場申請者の上場申請に
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係る株券の上場を承認する日の前々日から

さかのぼって１か月間における当該株券の

最低価格に上場時において見込まれる上場

株式数を乗じて得た額 

ｂ 前ａに規定する新規上場申請者以外の新規

上場申請者 

上場申請に係る公募又は売出しの見込み価

格（上場申請に係る公募又は売出しを行う場合

以外の場合には、本所が合理的と認める算定式

により計算された当該新規上場申請者の上場

申請に係る株券の評価額）に上場時において見

込まれる上場株式数を乗じて得た額 

(4) 事業継続年数 

上場申請日の直前事業年度の末日から起算し

て３か年以前から取締役会を設置して継続的に

事業活動をしていること。 

 

(4) 事業継続年数 

ａ 第４号に規定する「継続的に事業活動をして

いる」とは、新規上場申請者の上場申請日にお

ける主要な事業に関する活動が、継続的に行わ

れている状態をいうものとする。この場合にお

いて、新規上場申請者が(2)ｅの規定の適用を

受けるときには、分割時における主要な事業に

関する活動について審査対象とするものとす

る。 

ｂ 第４号において、新規上場申請者が過去に合

併を行っている場合若しくは持株会社又は上

場の時までに相互会社から株式会社への組織

変更を行う場合には、合併主体会社、当該持株

会社若しくは外国持株会社の被支配会社（主体

会社）又は当該相互会社における主要な事業の

活動期間を加算して事業継続年数を算出する

ことができるものとする。 

ｃ 第４号において、新規上場申請者が会社の分

割等により他の会社の事業を承継する又は譲

り受ける会社（新規上場申請者の主要な事業が

当該他の会社から承継される又は譲渡される

ものである場合に限る。）である場合には、当

該他の会社における当該事業の活動期間を加

算して事業継続年数を算出することができる

ものとする。 

ｄ 新規上場申請者（ｂ及び前ｃに規定する会社

のうち新規上場申請者以外の会社を含む。）が

ｂ及び前ｃに規定する行為を重ねて行ってい

る場合については、ｂ及び前ｃの規定の趣旨に

照らして本所が適当と認める会社における主

要な事業の活動期間を加算して事業継続年数

を算出することができるものとする。 

(5) 純資産の額 (5) 純資産の額 
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上場日における純資産の額が３億円以上とな

る見込みのあること。 

 

ａ 第５号に規定する上場日における純資産の

額については、次の(a)及び(b)に掲げる区分に

従い、当該(a)又は(b)に規定する額を審査対象

とするものとする。 

 (a) 上場申請日の属する事業年度の初日以後

に新規上場申請者が「上場申請のための四半

期報告書」又は四半期報告書を作成した場合 

   直近の「上場申請のための四半期報告書」

又は四半期報告書に記載された直前四半期

会計期間の末日における純資産の額 

   (b) 前(a)以外の場合 

   「上場申請のための有価証券報告書」に記

載された直前事業年度の末日における純資

産の額 

ｂ 前ａ(a)に規定する直前四半期会計期間の末

日における「純資産の額」とは、四半期連結貸

借対照表に基づいて算定される純資産の額（四

半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に

関する規則（平成 19 年内閣府令第 64 号））の

規定により作成された四半期連結貸借対照表

の純資産の部の合計額に、同規則第 60 条第１

項に規定する準備金等を加えて得た額から、当

該純資産の部に掲記される新株予約権及び非

支配株主持分を控除して得た額をいう。以下こ

の(5)において同じ。）をいうものとする。ただ

し、新規上場申請者がＩＦＲＳ任意適用会社

（上場有価証券の発行者の会社情報の適時開

示等に関する規則第２条第１項第４号に規定

するＩＦＲＳ任意適用会社をいう。以下同じ。）

である場合又は同規則第 94 条の規定の適

用を受ける場合若しくは同規則第 95 条にお

いて準用する連結財務諸表規則第 95 条の規定

の適用を受ける場合は、四半期連結貸借対照

表に基づいて算定される純資産の額に相当

する額をいうものとする。 

ｃ 前ｂの場合において、有価証券上場規程第３

条第６項第４号に定める四半期貸借対照表の

うち直近の四半期貸借対照表に基づいて算定

される純資産の額（四半期財務諸表の用語、様

式及び作成方法に関する規則（平成 19 年内閣

府令第 63 号）の規定により作成された四半期

貸借対照表の純資産の部の合計額に、同規則第

53 条第１項に規定する準備金等を加えて得た

額から、当該純資産の部に掲記される新株予約

権を控除して得た額をいう。以下この(5)にお
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いて同じ。）が負でないことを要するものとす

る。 

ｄ ｂ及び前ｃの規定にかかわらず、新規上場申

請者が連結財務諸表を作成すべき会社でない

場合のａ(a)に規定する「純資産の額」とは、

四半期連結貸借対照表に基づいて算定される

純資産の額をいうものとする。ただし、当該新

規上場申請者がＩＦＲＳ任意適用会社である

場合は、四半期貸借対照表に基づいて算定され

る純資産の額に相当する額をいうものとする。 

ｅ ａ(a)において、新規上場申請者が上場申請

日の属する四半期会計期間の初日以後に持株

会社になった場合（他の会社に事業を承継させ

る又は譲渡することに伴い持株会社になった

場合を除く。）には、その子会社（持株会社に

なった日の子会社に限る。）の四半期連結貸借

対照表に基づいて算定される純資産の額に相

当する額（当該子会社が連結財務諸表を作成す

べき会社でない場合は、四半期貸借対照表に基

づいて算定される純資産の額に相当する額）

（当該子会社が複数ある場合は、当該複数の子

会社の当該四半期連結貸借対照表又は四半期

貸借対照表を結合した貸借対照表に基づいて

算定される純資産の額に相当する額）について

審査対象とするものとする。 

ｅの２ ａ（b）において、新規上場申請者又は

その子会社が上場申請日の属する事業年度の

初日以後において次の(a)又は(b)に掲げる行

為を行っている場合には、当該(a)又は(b)に定

める会社の純資産の額について審査対象とす

るものとする。 

   (a) 合併（新規上場申請者とその子会社又は

新規上場申請者の子会社間の合併を除く。） 

   合併主体会社 

 (b) 株式交換（新規上場申請者とその子会社

又は新規上場申請者の子会社間の株式交換

を除く。） 

   株式交換主体会社 

ｆ ａ(a)において、新規上場申請者が、会社の

分割等により他の会社の事業を承継する又は

譲り受ける会社（当該他の会社から承継する又

は譲り受ける事業が新規上場申請者の事業の

主体となる場合に限る。）であって、上場申請

日の直前四半期会計期間の末日においてその

事業を承継していない又は譲り受けていない
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場合には、有価証券上場規程に関する取扱い要

領２．(4)ｄの２又はｅの２の規定により提出

される書類に記載される当該他の会社から承

継する又は譲り受ける事業に係る純資産の額

に相当する額について審査対象とするものと

する。 

ｇ ａ(a)において、新規上場申請者が上場申請

日の属する四半期会計期間の初日以後相互会

社から株式会社への組織変更を行う場合には、

当該相互会社の四半期連結貸借対照表に基づ

いて算定される純資産の額（当該相互会社が連

結財務諸表を作成すべき会社でない場合は、四

半期貸借対照表に基づいて算定される純資産

の額）に相当する額について審査対象とするも

のとする。この場合における純資産の額に相当

する額の算定においては、当該相互会社の基金

の額（保険業法第 89 条第１項ただし書に規定

する額を除く。）を控除するとともに、当該相

互会社の剰余金処分に関する書面に剰余金処

分額として掲記される社員配当準備金を費用

とみなすものとする。 

ｈ 新規上場申請者（ｅから前ｇまでに規定する

会社のうち新規上場申請者以外の会社を含

む。）が上場申請日の属する四半期会計期間の

初日以後においてｅから前ｇまでに規定する

行為を重ねて行っている場合については、ｅか

ら前ｇまでの規定の趣旨に照らして本所が適

当と認める財務情報に基づいて算定される純

資産の額に相当する額について審査対象とす

るものとする。 

ⅰ 新規上場申請者が、上場申請日の直前四半期

会計期間の末日の翌日以後に新規上場申請に

係る株券の公募を行う場合又は行った場合で

あって、直前四半期会計期間の末日における純

資産の額、公募による調達見込額又は調達額及

び審査対象とする純資産の額を記載した本所

所定の「純資産の額計算書」を提出するときは、

当該「純資産の額計算書」に記載される純資産

の額について審査対象とするものとする。 

ｊ ｂから前ⅰまでの規定は、ａ(b)について準

用する。この場合において、これらの規定中「直

前四半期会計期間」とあるのは「直前事業年度」

と、「四半期連結貸借対照表」とあるのは「連

結貸借対照表」と、「同規則第 94 条」とあるの

は「連結財務諸表規則第 94 条」と、「同規則第
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95 条において準用する連結財務諸表規則第 95

条」とあるのは「連結財務諸表規則第 95 条」

と、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作

成方法に関する規則（平成 19 年内閣府令第 64

号）」とあるのは「連結財務諸表規則」と、「同

規則第 60 条第１項に規定する準備金等」とあ

るのは「同規則第 45 条の２第１項に規定する

準備金等」と、「有価証券上場規程第３条第６

項第４号に定める四半期貸借対照表のうち直

近の四半期貸借対照表」とあるのは「「上場申

請のための有価証券報告書」に記載された直前

事業年度の末日における貸借対照表」と、「四

半期貸借対照表」とあるのは「貸借対照表」と、

「四半期財務諸表の用語、様式及び作成方法に

関する規則（平成 19 年内閣府令第 63 号）」と

あるのは「財務諸表等規則」と、「同規則第 53

条第１項に規定する準備金等」とあるのは「同

規則第 54 条の３第１項に規定する準備金等」

と、「上場申請日の属する四半期会計期間」と

あるのは「上場申請日の属する事業年度」とそ

れぞれ読み替えるものとする。 

(6) 利益の額 

最近１年間（「最近」の計算は、上場申請日の

直前事業年度の末日を起算日としてさかのぼる。

以下同じ。）の利益の額が、5,000 万円以上である

こと。 

 

(6) 利益の額 

ａ 第６号に規定する「利益の額」とは、連結損

益計算書等（連結損益計算書及び連結包括利益

計算書、又は連結損益及び包括利益計算書をい

う。以下同じ。）に基づいて算定される利益の

額（連結財務諸表規則第 61 条により記載され

る「経常利益金額」又は「経常損失金額」に同

規則第 65 条第３項により記載される金額を加

減した金額をいう。以下同じ。）をいうものと

する。ただし、新規上場申請者がＩＦＲＳ任意

適用会社である場合又は同規則 94 条若しく

は同規則第 95 条の規定の適用を受ける場合

は、連結損益計算書等に基づいて算定され

る利益の額に相当する額をいうものとす

る。 

ｂ 前ａの規定にかかわらず、審査対象期間にお

いて新規上場申請者が連結財務諸表を作成す

べき会社でない期間がある場合は、当該期間に

係る第６号に規定する「利益の額」とは、損益

計算書に基づいて算定される利益の額（財務諸

表等規則第 95 条により表示される「経常利益

金額」又は「経常損失金額」をいう。以下同じ。）

をいうものとする。ただし、当該新規上場申請

者がＩＦＲＳ任意適用会社である場合は、損益
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計算書に基づいて算定される利益の額に相当

する額をいうものとする。 

ｃ 第６号において、利益の額が、公認会計士又

は監査法人の監査意見により影響を受ける場

合には、正当な理由に基づく企業会計の基準の

変更によるものと認められている場合を除き、

当該監査意見に基づいて修正したのちの利益

の額を審査対象とする。 

ｄ 第６号において、審査対象期間に事業年度の

末日の変更を行っているため、１年間の利益の

額が単純な加算のみによって算定できない場

合には、連結損益計算書等若しくは損益計

算書又は四半期連結損益計算書等若しくは

四半期損益計算書に基づいて算定される利

益の額又はこれらを月割按分した額を用い

て、本所が定めるところにより１年間の利益

の額を算定するものとする。この場合におい

て、ａ及びｂの規定は、四半期連結損益計

算書等又は四半期損益計算書に基づいて算

定される利益の額について準用する。 

ｅ 第６号において、新規上場申請者又はその子

会社が、審査対象期間又は上場申請日の属する

事業年度の初日以後において合併（新規上場申

請者とその子会社又は新規上場申請者の子会

社間の合併を除く。）を行っている場合は、合

併前については、合併主体会社の連結損益計算

書等に基づいて算定される利益の額（合併主体

会社が連結財務諸表を作成すべき会社でない

期間がある場合は、当該期間については、合併

主体会社の損益計算書に基づいて算定される

利益の額）について審査対象とするものとす

る。 

ｅの２ 第６号において、新規上場申請者又はそ

の子会社が審査対象期間又は上場申請日の属

する事業年度の初日以後において株式交換（新

規上場申請者とその子会社又は新規上場申請

者の子会社間の株式交換を除く。）を行ってい

る場合は、株式交換を行う前については、株式

交換主体会社の連結損益計算書に基づいて算

定される利益の額（株式交換主体会社が連結財

務諸表を作成すべき会社でない期間である場

合は、当該期間については、株式交換主体会社

の損益計算書に基づいて算定される利益の額）

について審査対象とするものとする。 

ｅの３ 第６号において、新規上場申請者（新規
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申請者がｅの規定の適用を受ける場合にあっ

ては、合併主体会社）が持株会社であって、持

株会社になった後、上場申請日の直前事業年度

の末日までに２年以上を経過していない場合

（他の会社に事業を承継させる又は譲渡する

ことに伴い持株会社になった場合を除く。）に

は、最近２年間のうち持株会社になる前の期間

については、当該期間に係る子会社（持株会社

になった日の子会社に限る。）の各連結会計年

度の連結損益計算書等（当該子会社が当該期間

において連結財務諸表を作成すべき会社でな

い場合は、損益計算書）に基づいて算定される

利益の額に相当する額（当該子会社が複数ある

場合は、当該複数の子会社の当該連結損益計算

書等若しくは損益計算書又は四半期連結損益

計算書等（四半期連結損益計算書及び四半期連

結包括利益計算書、又は四半期連結損益及び包

括利益計算書をいう。以下同じ。）若しくは四

半期損益計算書を結合した損益計算書に基づ

いて算定される利益の額に相当する額）につい

て審査対象とするものとする。 

ｆ 第６号において、新規上場申請者（新規上場

申請者がｅの規定の適用を受ける場合にあっ

ては、合併主体会社）が、会社の分割等により

他の会社の事業を承継する又は譲り受ける会

社（当該他の会社から承継する又は譲り受ける

事業が新規上場申請者の事業の主体となる場

合に限る。）であって、審査対象期間にその事

業の承継又は譲受け前の期間が含まれる場合

には、その承継又は譲受け前の期間について

は、有価証券上場規程に関する取扱い要領

2.(4)ｄの２又はｅの２の規定により提出され

る書類に記載される当該他の会社から承継す

る又は譲り受ける事業に係る利益の額に相当

する額について審査対象とするものとする。 

ｇ 第６号において、新規上場申請者（新規上場

申請者がｅの規定の適用を受ける場合にあっ

ては、合併主体会社）が、相互会社から株式会

社への組織変更を行う場合であって、審査対象

期間に当該組織変更前の期間が含まれるとき

は、その組織変更前の期間については、当該相

互会社の連結会計年度の連結損益計算書等（当

該相互会社が当該期間において連結財務諸表

を作成すべき会社でない場合は、損益計算書）

に基づき算定される利益の額に相当する額に
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ついて審査対象とするものとする。この場合に

おける利益の額に相当する額の算定において

は、当該相互会社の剰余金処分に関する書面に

剰余金処分額として掲記される社員配当準備

金を費用とみなすものとする。 

ｈ 新規上場申請者（ｅから前ｇまでに規定する

会社のうち新規上場申請者以外の会社を含

む。）が審査対象期間又は上場申請日の属する

事業年度の初日以後においてｅから前ｇまで

に規定する行為を重ねて行っている場合につ

いては、ｅから前ｇまでの規定の趣旨に照らし

て本所が適当と認める財務情報に基づいて算

定される利益の額に相当する額について審査

対象とするものとする。 

(7) 虚偽記載又は不適正意見等 

ａ 最近２年間に終了する各事業年度若しくは

各連結会計年度の財務諸表等又は各事業年度

における四半期会計期間若しくは各連結会計

年度における四半期連結会計期間の四半期財

務諸表等が記載又は参照される有価証券報告

書等（有価証券届出書、発行登録書及び発行登

録追補書類並びにこれらの書類の添付書類及

びこれらの書類に係る参照書類、有価証券報告

書及びその添付書類、半期報告書、四半期報告

書並びに目論見書をいう。以下同じ。）に「虚

偽記載」を行っていないこと。 

ｂ 最近２年間に終了する各事業年度及び各連

結会計年度の財務諸表等に添付される監査報

告書（最近１年間に終了する事業年度及び連結

会計年度の財務諸表等に添付されるものを除

く。）において、公認会計士又は監査法人（以

下「公認会計士等」という。）の「無限定適正

意見」又は「除外事項を付した限定付適正意見」

が記載されていること。ただし、本所が適当と

認める場合は、この限りでない。 

ｃ 最近１年間に終了する事業年度及び連結会

計年度の財務諸表等に添付される監査報告書

並びに最近１年間に終了する事業年度におけ

る四半期会計期間及び連結会計年度における

四半期連結会計期間の四半期財務諸表等に添

付される四半期レビュー報告書において、公認

会計士等の「無限定適正意見」又は「無限定の

結論」（特定事業会社にあっては、「中間財務諸

表等が有用な情報を表示している旨の意見」を

含む。）が記載されていること。ただし、本所

(7) 虚偽記載又は不適正意見等 

ａ 第７号ａに規定する「虚偽記載」とは、有価

証券報告書等について、内閣総理大臣等から訂

正命令（原則として、法第 10 条（法第 24 条の

２、法第 24 条の４の７及び第 24 条の５におい

て準用する場合を含む。）又は第 23 条の 10 に

係る訂正命令）若しくは課徴金納付命令（法第

172 条の２第１項（同条第４項において準用す

る場合を含む。）又は法第 172 条の４第１項若

しくは第２項に係る命令）を受けた場合又は内

閣総理大臣等若しくは証券取引等監視委員会

により法第 197条若しくは第 207条に係る告発

が行われた場合、又はこれらの訂正届出書、訂

正発行登録書又は訂正報告書を提出した場合

であって、その訂正した内容が重要と認められ

るものである場合をいうものとする。 

ｂ 前ａに該当することとなるおそれがあると

認められる場合には、上場審査を延期するもの

とする。 

ｃ 第７号ｂに規定する「本所が適当と認める場

合」には、次の(a)又は(b)に定める場合を含む

ものとする。 

(a) 監査報告書において、公認会計士等の「意

見の表明をしない」旨が記載されている場合

であって、当該記載の理由が天災地変等、新

規上場申請者の責めに帰すべからざる事由

によるものであるとき。 

(b) 監査報告書において、公認会計士等の「不

適正意見」又は「意見の表明をしない」旨が

記載されている場合であって、当該記載の理

由が継続企業の前提に関する事由によるも
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が適当と認める場合は、この限りでない。 

ｄ 新規上場申請に係る株券が国内の他の金融

商品取引所に上場されている場合にあっては、

次の(a)及び(b)に該当するものでないこと。 

(a) 最近１年間に終了する事業年度に係る内

部統制報告書において、「評価結果を表明で

きない」旨が記載されていること。 

(b) 最近１年間に終了する事業年度に係る内

部統制報告書に対する内部統制監査報告書

において、「意見の表明をしない」旨が記載

されていること。 

 

のであるとき。 

ｄ 第７号ｃに規定する「本所が適当と認める場

合」とは、監査報告書（直前事業年度及び直前

連結会計年度の財務諸表等に添付されるもの

を除く。）又は四半期レビュー報告書において、

継続企業の前提に関する事項を除外事項若し

くは理由として、公認会計士等の「無限定適正

意見」又は「無限定の結論」が記載されていな

い場合及び監査報告書又は四半期レビュー報

告書において、比較情報についての事項のみを

理由として、公認会計士等の「限定付適正意見」

又は「除外事項を付した限定付結論」が記載さ

れている場合をいうものとする。 

ｅ 第７号において、新規上場申請者が持株会社

であって、持株会社になった後、上場申請日の

直前事業年度の末日までに２か年以上を経過

していない場合（他の会社に事業を承継させる

又は譲渡することに伴い持株会社になった場

合を除く。）には、審査対象期間のうち持株会

社になる前の期間については、当該期間に係る

子会社（持株会社になった日の子会社に限る。）

の各連結会計年度の連結財務諸表（当該子会社

が当該期間において連結財務諸表を作成すべ

き会社でない場合は、財務諸表とし、当該子会

社が複数ある場合は、当該複数の子会社連結損

益計算書若しくは損益計算書を連結又は結合

した損益計算書とする。）及び当該連結財務諸

表が記載又は参照される有価証券報告書等に

ついて審査対象とするものとする。 

ｆ 第７号において、新規上場申請者が、会社の

分割等により他の会社の事業を承継する又は

譲り受ける会社（当該他の会社から承継する又

は譲り受ける事業が新規上場申請者の事業の

主体となる場合に限る。）であって、審査対象

期間にその事業の承継又は譲受け前の期間が

含まれる場合には、その承継又は譲受け前の期

間については、当該期間に係る当該他の会社の

財務諸表等及び当該財務諸表等が記載又は参

照される有価証券報告書等についても審査対

象とするものとする。 

ｇ 新規上場申請者又はその子会社が審査対象

期間又は新規上場申請日の属する事業年度の

初日以後に合併（新規上場申請者とその子会社

又は新規上場申請者の子会社間の合併を除

く。）又は株式交換（新規上場申請者とその子
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会社又は新規上場申請者の子会社間の株式交

換を除く。）を行っている場合には、審査対象

期間のうち当該合併又は株式交換を行う前の

期間については、合併主体会社又は株式交換主

体会社の当該期間内に終了する各事業年度及

び各連結会計年度の財務諸表等及び当該財務

諸表等が記載又は参照される有価証券報告書

等についても審査対象とするものとする。 

(8) 単元株式数 

単元株式数が、上場の時に 100 株となる見込み

のあること。ただし、本所が別に定める場合は、

この限りでない。 

(8) 単元株式数 

第８号に規定する本所が別に定める場合とは、

新規上場申請者が、相互会社から株式会社に組織

変更する場合その他これに類する場合であって、

有価証券上場規程第３条第２項の規定に従い同

規程第３条第２項第８号の２に定める書面を本

所に提出し、かつ、本所がやむを得ないと認める

場合をいう。 

(9) 株式の譲渡制限 

上場申請に係る株式の譲渡につき制限を行っ

ていないこと又は上場の時までに制限を行わな

いこととなる見込みのあること。ただし、特別の

法律の規定に基づき株式の譲渡に関して制限を

行う場合であって、かつ、その内容が本所の市場

における売買を阻害しないものと認められると

きは、この限りでない。 

 

(9) 株式の譲渡制限 

第９号に規定する「特別の法律の規定に基づき

株式の譲渡に関して制限を行う場合」とは、次の

ａからｃまでに掲げる法律の規定に基づき、株主

名簿への記載を拒否する場合をいうものとする。 

ａ 放送法（昭和 25 年法律第 132 号） 

ｂ 日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和

59 年法律第 85 号） 

ｃ 航空法（昭和 27 年法律第 231 号） 

(9)の２ 上場会社監査事務所による監査 

最近２年間に終了する各事業年度及び各

連結会計年度の財務諸表等並びに最近１年

間に終了する事象年度における四半期会計

期間及び連結会計年度における四半期連結

会計期間の四半期財務諸表等について、上場

会社監査事務所（日本公認会計士協会の上場

会社監査事務所登録制度に基づき準登録事

務所名簿に登録されている監査事務所（日本

公認会計士協会の品質管理レビューを受け

た者に限る。）を含む。）（本所が適当でな

いと認める者を除く。）の法第 193 条の２の

規定に準ずる監査又は四半期レビューを受

けていること。 

 

(10) 株式事務代行機関の設置 

株式事務を本所の承認する株式事務代行機関

に委託しているか、又は、当該株式事務代行機関

から受託する旨の内諾を得ていること。ただし、

本所の承認する株式事務代行機関については、こ

の限りでない。 

(10) 株式事務代行機関の設置 

ａ 第 10 号に規定する「株式事務代行機関」と

は、株主名簿管理人であって、名義書換事務の

ほかに、株主に対する通知など株式事務全般を

代行する、発行者とは別法人の機関をいうもの

とする。 
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 ｂ 第 10 号に規定する株式事務代行機関として

本所が承認するものは、次のとおりである。 

(a) 信託銀行 

(b) 日本証券代行株式会社、東京証券代行株

式会社及び株式会社アイ・アールジャパン 

(11) 指定振替機関における取扱い 

当該銘柄が指定振替機関の振替業における取

扱いの対象であること又は上場の時までに取扱

いの対象となる見込みのあること。 

(11) 第 11 号に規定する指定振替機関として本所

が指定するものは、株式会社証券保管振替機構と

する。 

 

２ 次の各号に掲げる場合において、当該各号に定め

る会社が発行者である株券の上場を遅滞なく申請

するときは、前項の規定に基づく上場審査について

は、原則として、同項第１号から第７号までの規定

を適用しないものとする。ただし、当該各号に定め

る会社が発行者である株券が上場時において株券

上場廃止基準第２条第１項第 17 号に規定する「株

主の権利内容及びその行使が不当に制限されてい

ると本所が認めた場合」並びに同条同項第 19 号及

び第 20 号に該当しないこととなる見込みがあり、

かつ、当該会社が発行する株券が上場後最初に終了

する事業年度の末日までに株主数及び流通株式数

に係る株券上場廃止基準に該当しないこととなる

見込みがあることを要するものとする。 

(1) 上場株券が、その上場会社（アンビシャスの

上場会社を除く。以下この号において同じ。）の

合併による解散により上場廃止となる場合 

当該合併に係る新設会社若しくは存続会社又

は存続会社の親会社（当該会社が発行者である株

券を当該合併に際して交付する場合に限る。） 

 

3. 第４条（上場審査基準）第２項関係 

(1) 第２項に規定する「上場を遅滞なく申請する

とき」とは、第１号に該当する場合は、上場廃止

日から起算して６か月を経過する日以前、第２号

に該当する場合は、株式交換又は株式移転の効力

発生日（株式交換及び株式移転によらない場合に

あっては、本所が定める日）から起算して６か月

を経過する日以前、第３号に該当する場合は、会

社の分割の効力発生日から起算して６ヶ月を経

過する日以前に上場を申請する場合をいうもの

とする。 

(2) 第２項ただし書に規定する「株主数及び流通

株式数に係る株券上場廃止基準に該当しないこ

と」とは、次の a からｃまでに適合することをい

うものとする。 

ａ 株主数が、上場後最初に終了する事業年度の

末日までに、150 人以上となる見込みのあるこ

と。 

ｂ 流通株式数（役員、第２項各号に定める会社

が自己株式を所有している場合の当該会社及

び上場株式数の 10％以上の株式（明らかに固

定的でないと認められる株式（２．(1)ａ(a)

に規定する株式をいう。）を除く株主が所有す

る株式の数をいう。以下この(2)において同

じ。））が、上場後最初に終了する事業年度の末

日までに、1,000 単位以上となる見込みのある

こと。 

ｃ 流通株式数が、上場後最初に終了する事業年

度の末日までに、上場株式数の５％以上となる

見込みのあること。 

 (2)の２ 事業年度の末日と異なる日が株主基準日

である会社についての前(2)の規定の適用につい

ては、同(2)中「上場後最初に終了する事業年度

の末日」とあるのは「上場後最初に到来する株主

基準日」とする。 

(2) 上場会社（アンビシャスの上場会社を除く。 (3) 第２号に規定する「これに準ずる状態となる
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以下この号において同じ。）が株式交換、株式移

転その他の方法により他の会社の完全子会社と

なる場合又はこれに準ずる状態となる場合 

当該他の会社又は当該他の会社の親会社（当該

会社が発行者である株券を当該株式交換、株式移

転その他の方法に際して交付する場合に限る。） 

場合」とは、他の会社が、上場会社の多数の株主

を相手方として、当該他の会社の株券をもって対

価とする公開買付け又は上場会社の株券の現物

出資による第三者割当増資を行うことにより、当

該上場会社の親会社となる場合をいうものとす

る。 

(3) 上場会社（アンビシャスの上場会社を除く。

以下この号において同じ。）が、人的分割（分割に

際し、分割する会社の株主に承継会社又は新設会

社の株式の全部又は一部を交付する会社の分割を

いう。以下同じ。）を行うに当たり、その吸収分割

契約又は新設分割計画に基づき他の会社に上場契

約を承継させようとすることにより株券上場廃止

基準第２条第１項第 12 号後段に該当して上場廃

止となる場合（当該他の会社が上場会社の主要な

事業を承継するものと本所が認める場合に限る。） 

当該他の会社（当該会社が発行者である株券を

当該人的分割に際して交付する場合に限る。） 

 

(4) 第３号に規定する「当該他の会社が上場会社

の主要な事業を承継するもの」かどうかの認定に

ついては、当該他の会社の経営成績等を勘案して

行うものとする。この場合において、有価証券上

場規程に関する取扱い要領 3.(2)ｃの規定により

提出される書類に記載される当該他の会社が承

継する事業に係る部門連結損益計算書（部門連結

損益計算書を作成すべきでない場合には、部門個

別損益計算書。以下この(4)において同じ。）にお

ける売上高及び経常利益金額が、当該上場会社の

最近連結会計年度（当該上場会社が連結財務諸表

提出会社でない場合は、当該上場会社の最近事業

年度）における当該上場会社が当該他の会社及び

当該他の会社以外の会社に承継させる事業以外

の事業に係る部門の売上高及び経常利益に相当

する金額並びに当該他の会社以外の会社が承継

する事業に係る部門連結損益計算書における売

上高及び経常利益金額を超える額である場合は、

当該他の会社が上場会社の主要な事業を承継す

るものとして取り扱う。 

３ 新規上場申請者の株券が、上場申請日の直前事業

年度において、既に国内の他の金融商品取引所に上

場されている場合の第１項に基づく上場審査につ

いては、同項第６号の規定を適用しないものとす

る。 

 

 

（アンビシャスへの上場審査） 

第５条 アンビシャスへの上場申請が行われた株券

の上場審査は、新規上場申請者及び新規上場申請者

の企業グループに関する次の各号に掲げる事項に

ついて行うものとする。ただし、幹事会員が第６条

第１項第３号ただし書に規定する書面を提出し、本

所が適当と認めた場合は、第２号の規定を適用しな

いものとする。 

 

 

4. 第５条（アンビシャスへの上場審査）関係 

(1) 第１項各号に掲げる事項の審査は、それぞれ

次に掲げる基準に適合するかどうかを検討する

ものとする。ただし、新規上場申請者が上場会社

の人的分割により設立される会社であって、当該

分割前に上場申請が行われた場合には、第１項各

号に掲げる事項の審査は、分割により承継する事

業及び分割の計画等について、第１項各号に掲げ

る基準に適合するかどうかを検討するものとす

る。 

(1) 企業内容、リスク情報等の開示の適正性 

企業内容、リスク情報等の開示を適正に行うこ

ａ 第１号関係 

(a) 新規上場申請者の企業グループが、経営
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とができる状況にあること。 

 

に重大な影響を与える事実等の会社情報を

適正に管理し、投資者に対して適時、適切に

開示することができる状況にあると認めら

れること。また、内部者取引等の未然防止に

向けた体制が、適切に整備、運用されている

状況にあると認められること。 

(b) 新規上場申請書類のうち企業内容の開示

に係るものについて、法令等に準じて作成さ

れており、かつ、次のイからハまでに掲げる

事項その他の事項が、新規上場申請者及びそ

の企業グループの業種・業態の状況を踏まえ

て、適切に記載されていると認められるこ

と。 

 イ 新規上場申請者及びその企業グループ

の財政状態・経営成績・資金収支の状況に

係る分析及び説明、関係会社の状況、研究

開発活動の状況、大株主の状況、役員・従

業員の状況、配当政策、公募増資の資金使

途等の投資者の投資判断上有用な事項 

 ロ 新規上場申請者の事業年数の短さ、累積

欠損又は事業損失の発生の状況、特定の役

員への経営の依存、他社との事業の競合状

況、市場や技術の不確実性、特定の者から

の事業運営上の支援の状況等の投資者の

投資判断に際して新規上場申請者のリス

ク要因として考慮されるべき事項 

 ハ 新規上場申請者の企業グループの主要

な事業活動の前提となる事項に係る次の

(ｲ)から(ﾆ)までに掲げる事項 

  (ｲ) 新規上場申請者の企業グループの主

要な事業活動の前提となる事項の内容 

  (ﾛ) 許認可等の有効期間その他の期限が

法令又は契約等により定められている

場合には、当該期限 

  (ﾊ) 許認可等の取消し、解約その他の事

由が法令又は契約等により定められて

いる場合には、当該事由 

  (ﾆ) 新規上場申請者の企業グループの主

要な事業活動の前提となる事項につい

て、その継続に支障を来す要因が発生し

ていない旨及び当該要因が発生した場

合に事業活動に重大な影響を及ぼす旨 

(c) 新規上場申請者の企業グループが、その

関連当事者その他の特定の者との間の取引

行為又は株式の所有割合の調整等により、新
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規上場申請者の企業グループの実態の開示

を歪めていないこと。 

(d) 新規上場申請者が親会社等を有している

場合（上場後最初に終了する事業年度の末日

までに親会社等を有しないこととなる見込

みがある場合を除く。）には、当該親会社等

の開示が有効であるものとして、次のイ又は

ロのいずれかに該当すること。ただし、新規

上場申請者と当該親会社等との事業上の関

連が希薄であり、かつ、当該親会社等による

新規上場申請者の株式の所有が投資育成を

目的としたものであり、新規上場申請者の事

業活動を実質的に支配することを目的とす

るものでないことが明らかな場合は、この限

りでない。 

 イ 新規上場申請者の親会社等（親会社等に

該当する会社が複数ある場合には、新規上

場申請者に与える影響が最も大きいと認

められる会社をいうものとし、その影響が

同等であると認められるときは、いずれか

一つの会社をいう。以下このａ及びｂにお

いて同じ。）が発行する株券等が国内の金

融商品取引所に上場されていること（当該

親会社等が発行する株券等が外国の金融

商品取引所等において上場又は継続的に

取引されており、かつ、当該親会社等又は

当該外国の金融商品取引所等が所在する

国における企業内容の開示の状況が著し

く投資者保護に欠けると認められない場

合を含む。） 

 ロ 新規上場申請者が、その経営に重大な影

響を与える親会社等（前イに適合する親会

社等を除く。）に関する事実等の会社情報

を適切に把握することができる状況にあ

り、新規上場申請者が、当該会社情報のう

ち新規上場申請者の経営に重大な影響を

与えるものを投資者に対して適切に開示

することに当該親会社等が同意すること

について書面により確約すること。 

(e) (a)～前(e)までの規定にかかわらず、新

規上場申請者の発行する株券が既に国内の

他の金融商品取引所に上場しており、新規上

場申請者の企業内容等の開示実績が良好で

ある場合には、その状況を勘案して審査を行

うこととする。 
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(2) 企業の収益性 

安定的な収益基盤を有していること。 

 

ｂ 第２号関係 

(a) 新規上場申請者の企業グループの最近に

おける損益及び収支の水準を維持すること

ができる合理的な見込みがあるとき。 

(b) 新規上場申請者の企業グループの損益又

は収支が悪化している場合において、当該企

業グループの損益又は収支の水準の今後に

おける回復が客観的な事実に基づき見込ま

れるなど当該状況の改善が認められるとき。 

(3) 企業のコーポレート・ガバナンス及び内部管

理体制の有効性 

コーポレート・ガバナンス及び内部管理体制が

適切に整備され、機能していること。 

ｃ 第３号関係 

(a) 新規上場申請者の企業グループの役員の

適正な職務の執行を確保するための体制が、

次のイ及びロに掲げる事項その他の事項か

ら、適切に整備、運用されている状況にある

と認められること。 

    イ 新規上場申請者の企業グループの役員

の職務の執行に対する有効な牽制及び監

査が実施できる機関設計及び役員構成で

あること。この場合における上場審査は、

企業行動規範に関する規則第５条の２及

び第８条の規定に定める事項の遵守状況

を勘案して行うものとする。 

  ロ 新規上場申請者の企業グループにおい

て、企業の継続及び効率的な経営の為に役

員の職務の執行に対する牽制及び監査が

実施され、有効に機能していること。 

(b)  新規上場申請者及びその企業グループ

が経営活動を有効に行うため、その内部管理

体制が、次のイ及びロに掲げる事項その他の

事項から、適切に整備、運用されている状況

にあると認められること。 

 イ 新規上場申請者の企業グループの経営

活動の効率性及び内部牽制機能を確保す

るに当たって必要な経営管理組織が、適切

に整備、運用されている状況にあること。 

ロ 新規上場申請者の企業グループの内部

監査体制が、適切に整備、運用されている

状況にあること。 

(c) 新規上場申請者の企業グループの経営活

動の安定かつ継続的な遂行及び内部管理体

制の維持のために必要な人員が確保されて

いる状況にあると認められること。 

(d) 新規上場申請者の企業グループがその実

態に即した会計処理基準を採用し、かつ、必

要な会計組織が、適切に整備、運用されてい
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る状況にあると認められること。 

(e) 新規上場申請者の企業グループにおい

て、その経営活動その他の事項に関する法令

等を遵守するための有効な体制が、適切に整

備、運用され、また、最近において重大な法

令違反を犯しておらず、今後においても重大

な法令違反となるおそれのある行為を行っ

ていない状況にあると認められること。 

(4) 企業経営の健全性 

事業を公正かつ忠実に遂行していること。 

 

ｄ 第４号関係 

(a) 新規上場申請者の企業グループが、次の

イ及びロに掲げる事項その他の事項から、そ

の関連当事者その他の特定の者との間で、原

則として、取引行為その他の経営活動を通じ

て不当に利益を供与又は享受していないと

認められること。 

 イ 新規上場申請者の企業グループとその

関連当事者その他の特定の者との間に取

引が発生している場合において、当該取引

が取引を継続する合理性を有し、また、取

引価格を含めた取引条件が新規上場申請

者の企業グループに明らかに不利な条件

でないこと。 

 ロ 新規上場申請者の企業グループの関連

当事者その他の特定の者が自己の利益を

優先することにより、新規上場申請者の企

業グループの利益が不当に損なわれる状

況にないこと。 

(b) 新規上場申請者の役員の相互の親族関

係、その構成、勤務実態又は他の会社等の役

職員等との兼職の状況が、当該新規上場申請

者の役員としての公正、忠実かつ十分な職務

の執行又は有効な監査の実施を損なう状況

でないと認められること。この場合におい

て、新規上場申請者の取締役、会計参与又は

執行役その他これらに準ずるものの配偶者

並びに二親等内の血族及び姻族が監査役、監

査委員その他これらに準ずるものに就任し

ているときは、有効な監査の実施を損なう状

況にあるとみなすものとする。 

(c) 新規上場申請者が親会社等を有している

場合（上場後最初に終了する事業年度の末日

までに親会社等を有しないこととなる見込

みがある場合を除く。）には、次のイからハ

までに掲げる事項その他の事項から、新規上

場申請者の企業グループの経営活動が当該
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親会社等からの独立性を有する状況にある

と認められること。 

 イ 新規上場申請者の企業グループの事業

内容と親会社等の企業グループの事業内

容の関連性、親会社等の企業グループから

の事業調整の状況及びその可能性その他

の事項を踏まえ、事実上、当該親会社等の

一事業部門と認められる状況にないこと。 

 ロ 新規上場申請者の企業グループ又は親

会社等の企業グループが、原則として通常

の取引の条件と著しく異なる条件での取

引等、当該親会社等又は当該新規上場申請

者の企業グループの不利益となる取引行

為を強制又は誘引していないこと。 

 ハ 新規上場申請者の企業グループの出向

者の受入れ状況が、親会社等に過度に依存

しておらず、継続的な経営活動を阻害する

ものでないと認められること。 

(5) その他公益又は投資者保護の観点から本所が

必要と認める事項。 

 

ｅ 第５号関係 

(a) 株主の権利内容及びその行使の状況が、

次のイ及びロに掲げる事項その他の事項か

ら、公益又は投資者保護の観点で適当と認め

られること。 

 イ 株主の権利内容及びその行使が不当に

制限されていないこと。 

 ロ 新規上場申請者が買収防衛策を導入し

ている場合には、企業行動規範に関する規

則第９条各号に掲げる事項を遵守してい

ること。 

(b) 新規上場申請者の企業グループが、経営

活動や業績に重大な影響を与える係争又は

紛争等を抱えていないこと 

(c) 新規上場申請者の企業グループの主要な

事業活動の前提となる事項について、その継

続に支障を来す要因が発生している状況が

見られないこと。 

(d) 新規上場申請者の企業グループが反社会

的勢力による経営活動への関与を防止する

ための社内体制を整備し、当該関与の防止に

努めていること及びその実態が公益又は投

資者保護の観点から適当と認められること。 

(e) その他公益又は投資者保護の観点から適

当と認められること。 

２ 前項の上場審査は、有価証券上場規程第３条各項

の規定に基づき新規上場申請者が提出する書類及
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び質問等に基づき行うものとする。 

３ 第１項の上場審査は、本所が定める期間以内に完

了することを目途に行うものとする。 

 (2) 第３項に規定する本所で定める期間は、本所

がアンビシャスへの新規上場申請を受理してか

ら２か月とする。 

４ 第１項の規定は、次条第２項の規定の適用を受け

る新規上場申請者の株券の上場審査については、適

用しない。 

 

 

（アンビシャスへの上場審査基準） 

第６条 前条に規定する上場審査は、有価証券上場規

程第３条第２項第７号に基づく幹事会員が提出す

る書面について、本所が適当と認める者であって、

次の各号に適合する新規上場申請者の株券を対象

として行うものとする。 

 

5. 第６条（アンビシャスへの上場審査基準）第１項

関係 

 

(1) 株主数等 

ａ 上場申請日から上場日の前日までの期間に、

500 単位以上の上場申請に係る株券の公募又は

売出しを行うこと。ただし、新規上場申請者が、

上場会社の人的分割によりその事業の承継す

る会社であって、当該人的分割前に上場申請が

行われ、かつ、上場申請日から上場日の前日ま

での期間に上場申請に係る公募又は売出しを

行わない場合には、本所が別に定める株式の数

が、上場の時までに 500 単位以上となる見込み

のあること。 

ｂ 株主数が、上場の時までに、100 人（前ａた

だし書の規定の適用を受ける場合には、同ａた

だし書に定める株式を所有する株主数を含

む。）以上となる見込みのあること。 

 

(1) 株主数等 

ａ 新規上場申請者及び元引受会員は、上場申請

に係る株券の公募又は売出し（以下この(1)に

おいて「上場に係る公募等」という。）の内容

及び手続を記載した本所所定の「公募又は売出

予定書」を提出するものとし、当該予定書に変

更を生じた場合には、直ちに変更後の「公募又

は売出予定書」を提出するものとする。ただし、

本所の会員（有価証券上場規程第３条第２項第

７号に規定する非会員金融商品取引業者を含

む。）が上場に係る公募等に関し元引受契約を

締結しない場合においては、当該上場に係る公

募等に関し募集又は売出しの取扱いを行うこ

ととなる契約を締結する金融商品取引業者で

ある本所の会員を元引受会員とみなしてこの

規定を適用する。（以下この(1)において同じ。） 

ｂ 本所が新規上場申請者の株式の分布状況と

「公募又は売出予定書」を検討し、当該予定書

の内容を不適当と認めて、その変更を要請した

場合には、新規上場申請者及び元引受会員は、

その内容を改善し、かつ、改善後の「公募又は

売出予定書」を提出するものとする。 

ｃ 元引受会員は、原則として上場に係る公募等

の申込期間終了の日から起算して３日目（休業

日を除外する。）の日までに、本所所定の「公

募又は売出実施通知書」を提出するとともに、

当該上場に係る公募等の内容を新規上場申請

者に通知するものとする。 

ｄ 前ｃに規定する「公募又は売出実施通知書」

は、元引受会員が２社以上ある場合には、当該

元引受会員のうち１社が代表して提出するこ
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とができるものとする。 

ｅ 2.(1)ｂの(c)の規定は、上場に係る公募等に

ついて非会員金融商品取引業者又は外国証券

業者が元引受契約等を締結する場合について

準用する。 

ｆ 第１号ａただし書に規定する「本所が別に定

める株式」とは、新規上場申請者に人的分割に

より事業を承継させる上場会社の株主に交付

される新規上場申請者の株式（１単位以上の株

式を所有する株主が所有する株式に限る。）を

いうものとする。 

(2) 純資産の額 

上場日における純資産の額が１億円以上とな

る見込みのあること。ただし、最近２年間（「最

近」の計算は、新規上場申請日の直前事業年度の

末日を起算してさかのぼる。）における営業利益

の額が 5,000 万円以上である場合は、純資産の額

が正となる見込みのあること。 

 

(2) 2.(5)の規定は、第２号の場合に準用する。 

 

(2)の２ 事業継続年数 

上場申請日から起算して１か年以前から取締

役会を設置して継続的に事業活動をしているこ

と。 

(2)の２ 事業継続年数 

 ａ 第２号の２において、新規上場申請者が、上

場会社の人的分割によりその事業を承継する

会社であって、当該分割前に上場申請が行われ

た場合には、当該分割により承継する事業に関

する活動について審査対象とするものとする。 

 ｂ 2.(4)ｂからｄまでの規定は、第２号の２の

場合に準用する。 

(3) 利益の額 

上場申請日の直前事業年度の営業利益の額が

正であること。ただし、直前事業年度の営業利益

が負であっても、上場後、収益の向上が期待でき

る旨及びその理由を記載した書面を幹事会員が

提出した場合において、本所が適当と認めた場合

には営業利益が正であることを問わないことと

する。この場合、新規上場申請者は「上場申請の

ための有価証券報告書Ⅰの部」のリスク情報に営

業損失となっている理由、今後の見通しなど、本

所が適当と認める事項を記載するものとする。 

 

(3) 利益の額 

ａ 第３号に規定する「営業利益の額」とは、連

結損益計算書等に基づいて算定される営業利

益の額（連結財務諸表規則第 56 条により記載

される「営業利益金額」又は「営業損失金額」

をいう。）をいうものとする。 

ｂ 前ａの規定にかかわらず、審査対象期間にお

いて新規上場申請者が連結財務諸表を作成す

べき会社でない場合は、第３号に規定する「営

業利益の額」とは、損益計算書に基づいて算定

される営業利益の額（財務諸表等規則第 89 条

により表示される「営業利益金額」又は「営業

損失金額」をいう。）をいうものとする。 

ｃ 2.(6)ｄ及びｅの規定は、第３号の場合に準

用する。この場合において、これらの規定中「利

益の額」とあるのは「営業利益の額」と読み替

えるものとする。 

ｄ 第３号において、新規上場申請者が、継続開
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示会社の分割等によりその営業を承継する会

社（当該継続開示会社から承継する営業が新規

上場申請者の営業の主体となる場合に限る。）

であって、審査対象期間にその営業の承継前の

期間が含まれる場合には、有価証券上場規程に

関する取扱い要領 2.(4)ｄの２の規定により提

出される書類に記載される当該継続開示会社

から承継する営業にかかる損益計算書に相当

するものに基づいて算定される営業利益の額

に相当する額について審査対象とするものと

する。 

 

(4) 虚偽記載又は不適正意見等 

ａ 最近２年間に終了する各事業年度若しくは

各連結会計年度（株式会社として設立された

後、２か年を経過していない場合は、設立後に

終了する各事業年度若しくは各連結会計年度）

の財務諸表等又は最近１年間に終了する事業

年度における四半期会計期間若しくは連結会

計年度における四半期連結会計期間の四半期

財務諸表等が記載又は参照される有価証券報

告書等に「虚偽記載」を行っていないこと。 

(4) 虚偽記載又は不適正意見等 

ａ 2.(7)ａ及びｂの規定は、第４号ａの場合に

準用する。 

 

ｂ 「上場申請のための有価証券報告書」に添付

される監査報告書（最近１年間に終了する事業

年度及び連結会計年度の財務諸表等に添付さ

れるものを除く。）において、公認会計士等の

「無限定適正意見」又は「除外事項を付した限

定付適正意見」が記載されていること。ただし、

本所が適当と認める場合は、この限りでない。 

 

ｃ 「上場申請のための有価証券報告書」に添付

される監査報告書（最近１年間に終了する事業

年度及び連結会計年度の財務諸表等に添付さ

れるものに限る。）及び「上場申請のための四

半期報告書」に添付される四半期レビュー報告

書において、公認会計士等の「無限定適正意見」

又は「無限定の結論」（特定事業会社にあって

は、「中間財務諸表等が有用な情報を表示して

いる旨の意見」を含む。）が記載されているこ

と。ただし、本所が適当と認める場合は、この

限りでない。 

ｂ 第４号ｃに規定する「本所が適当と認める場

合」とは、監査報告書（直前事業年度及び直前

連結会計年度の財務諸表等に添付されるもの

を除く。）又は四半期レビュー報告書において、

継続企業の前提に関する事項を除外事項若し

くは理由として、公認会計士等の「無限定適正

意見」又は「無限定の結論」が記載されていな

い場合及び監査報告書又は四半期レビュー報

告書において、比較情報についての事項のみを

理由として、公認会計士等の「限定付適正意見」

又は「除外事項を付した限定付結論」が記載さ

れている場合をいうものとする。 

ｄ 新規上場申請に係る株券が国内の他の金融

商品取引所に上場されている場合にあっては、

次の(a)及び(b)に該当するものでないこと。 

(a) 最近１年間に終了する事業年度に係る内
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部統制報告書において、「評価結果を表明で

きない」旨が記載されていること。 

(b) 最近１年間に終了する事業年度に係る内

部統制報告書に対する内部統制監査報告書

において、「意見の表明をしない」旨が記載

されていること。 

(5) 第４条第１項第８号から第11号までに適合し

ていること。 

 

 

２ 次の各号に掲げる場合において、当該各号に定め

る会社が発行者である株券の上場を遅滞なく申請

するときは、前項の規定に基づく上場審査について

は、原則として、前項第１号から第４号までの規定

を適用しないものとする。ただし、当該各号に定め

る会社が発行者である株券が上場時において株券

上場廃止基準第２条第１項第 17 号に規定する「株

主の権利内容及びその行使が不当に制限されてい

ると本所が認めた場合」並びに同条同項第 19 号及

び第 20 号に該当しないこととなる見込みがあり、

かつ、上場後最初に終了する事業年度の末日までに

株主数に係る株券上場廃止基準に該当しないこと

となる見込みがあることを要するものとする。 

(1) 上場株券がアンビシャスの上場会社の合併に

よる解散により上場廃止となる場合（アンビシャ

スの上場会社が上場会社（アンビシャスの上場会

社を除く。）と新設合併する場合において、アン

ビシャスの上場会社が実質的な存続会社でない

と本所が認めるときを除く。） 

当該合併に係る新設会社若しくは存続会社又

は存続会社の親会社（当該会社が発行者である株

券を当該合併に際して交付する場合に限る。 

(2) アンビシャスの上場会社が、株式交換、株式

移転その他の方法により他の会社の完全子会社

となる場合（アンビシャスの上場会社が当該行為

を行うとともに、上場会社（アンビシャスの上場

会社を除く。）が当該行為を行う場合において、

当該行為後の当該他の会社についてアンビシャ

スの上場会社が実質的な存続会社でないと本所

が認めるときを除く。） 

当該他の会社又は当該他の会社の親会社（当該

会社が発行者である株券を当該株式交換、株式移

転その他の方法に際して交付する場合に限る。） 

(3) アンビシャスの上場会社が、人的分割を行う

に当たり、その吸収分割契約又は新設分割計画に

基づき他の会社に上場契約を承継させようとする

6. 第６条（アンビシャスの上場審査基準）第２項関

係 

(1) 第２項ただし書に規定する「株主数に係る株

券上場廃止基準に該当しないこと」とは、株主数

が、上場後最初に終了する事業年度の末日におい

て、100 人以上であることをいうものとする。 

(2) 事業年度の末日と異なる日が株主基準日であ

る会社についての前(1)の規定の適用について

は、同(1)中「上場後最初に終了する事業年度の

末日」とあるのは「上場後最初に到来する株主基

準日」とする。 

(3) 3.(1)、(3)及び(4)の規定は、第２項の場合に

準用する。 
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ことにより株券上場廃止基準第２条の２第１項第

３号の規定による同基準第２条第１項第 12 号後

段に該当して上場廃止となる場合（当該他の会社

がアンビシャスの上場会社の主要な事業を承継す

るものと本所が認める場合（アンビシャスの上場

会社が当該行為を行うとともに、上場会社（アン

ビシャスの上場会社を除く。）が当該行為を行う場

合にあっては、当該行為後の当該他の会社につい

てアンビシャスの上場会社が実質的な存続会社で

ないと本所が認めるときを除く。）に限る。） 

当該他の会社（当該会社が発行者である株券を

当該人的分割に際して交付する場合に限る。） 

 

（上場市場の変更審査） 

第７条 第２条第１項及び第４条第１項（第２号の２

及び第９号の２を除く。）の規定は、アンビシャス

からの上場市場の変更審査について準用する。この

場合において、これらの規定中「上場審査」とある

のは「上場市場の変更審査」と、「新規上場申請者」

とあるのは「上場市場変更申請者」と、「上場の時

までに」とあるのは「上場市場の変更の時までに」

と、「上場申請日」とあるのは「上場市場の変更申

請日」と、「上場申請日の直前事業年度の末日」と

あるのは「市場変更申請日の直前事業年度の末日

（市場変更申請日がその直前事業年度の末日から

起算して１か月以内である場合には、当該直前事業

年度の前事業年度の末日をいう。以下この条におい

て同じ。）」と、それぞれ読み替えるものとする。 

 

7. 第７条（上場市場の変更審査）関係 

 (1) 1.及び 2.の規定は、第１項の場合に準用する。

この場合において、2.(5)中「新規上場申請日の

属する事業年度の初日以後に新規上場申請者が

「上場申請のための四半期報告書」又は四半期報

告書を作成した場合」とあるのは、「市場変更申

請日の属する事業年度の初日（市場変更申請日が

その直前事業年度の末日から起算して１か月以

内である場合には、当該直前事業年度の初日）以

後に上場市場変更申請者が四半期報告書を作成

した場合」と、「「上場申請のための四半期報告書」

又は四半期報告書」とあるのは「四半期報告書」

と、「「上場申請のための有価証券報告書」」とあ

るのは「直近の有価証券報告書」と、2.(6)中「上

場申請日の属する事業年度の初日」とあるのは

「市場変更申請日の属する事業年度の初日（市場

変更申請日がその直前事業年度の末日から起算

して１か月以内である場合には、当該直前事業年

度の初日）」と、「上場申請日の直前事業年度の末

日」とあるのは「市場変更申請日の直前事業年度

の末日（市場変更申請日がその直前事業年度の末

日から起算して１か月以内である場合には、当該

直前事業年度の前事業年度の末日）」と、2.(7）

中「上場申請日の直前事業年度の末日」とあるの

は「市場変更申請日の直前事業年度の末日（市場

変更申請日がその直前事業年度の末日から起算

して１か月以内である場合には、当該直前事業年

度の前事業年度の末日）」とそれぞれ読み替える

ものとする。 

(2) 第１項において準用する第２条第１項に掲げ

る事項の審査において、本所は、アンビシャスへ



審査基準 ３８ 

の新規上場時から会社の事業内容、コーポレート

ガバナンス及び内部管理体制等に著しい変更の

ないときは、その状況を勘案して、企業の継続性

及び収益性並びに上場後の企業内容等の開示実

績等を中心に審査を行うことができるものとす

る。 

(3) 第１項において準用する第４条第１項第３号

の規定の上場市場の変更審査において、「上場日」

とあるのは「上場市場の変更日」と、「上場時価

総額が 10 億円以上」とあるのは「上場時価総額

が６億円以上」と読み替えるものとする。 

 

２ 前項において準用する第２条第１項各号に掲げ

る事項の審査は、有価証券上場規程第 11 条の４の

規定に基づき上場市場変更申請者が提出する書類

及び質問等に基づき行うものとする。 

 

 

３ 第１項において準用する第２条第１項に掲げる

事項の審査は、本所が定める期間以内に完了するこ

とを目途に行うものとする。 

 

(4) 第３項に規定する本所で定める期間は、本

所が上場市場の変更申請を受理してから３

か月とする。 

付 則 

１ この改正規定は、平成 13年 10月１日から施行し、

同日以後に上場申請を行う新規上場申請者から適

用する。ただしこの改正規定施行の際、現に予備申

請を行っている場合であって、「公募又は売出予定

書」に準じて作成した書類を提出しているときは、

なお従前の例によることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、改正後の第４条第１項

第２号の規定は、商法等の一部を改正する等の法律

（平成 13 年法律第 79 号）附則第２条又は第 24 条

の規定においてなお従前の例によるとされた自己

株式については、適用しない。 

 

付 則 

１ この改正規定は、平成 13年 10月１日から施行し、

同日以後に上場申請を行う新規上場申請者から適

用する。ただし、この改正規定施行の際、現に予備

申請を行っている場合であって、「公募又は売出予

定書」に準じて作成した書類を提出しているとき

は、なお従前の例によることができる。 

２ 改正後の 2.(1)ｂ、同(2)ａ及びｃの規定にかか

わらず、商法等の一部を改正する等の法律（平成

13 年法律第 79 号。）附則第２条又は第 24 条の規定

においてなお従前の例によるとされた自己株式に

ついては、なお従前の例により取り扱うものとす

る。 

 

付 則（平 14. 4. 1）抄 

２ 改正後の第４条第１項第２号の規定は、この改正

規定の施行の日以後の株主名簿の閉鎖時又は基準

日における株主等の状況に基づいて行う株主の分

布状況の審査から適用する。 

 

付 則（平 14. 4. 1）抄 

２  商法等の一部を改正する法律（平成 13 年法律第

128 号。以下この付則において「商法等改正法」と

いう。）附則第６条第１項の規定によりなお従前の

例によるとされた新株引受権は、新株予約権とみな

して、改正後の規定を適用する。 

３  商法等改正法附則第７条第１項の規定によりな

お従前の例によるとされた転換社債又は新株引受

権付社債は、新株予約権付社債とみなして、改正後

の規定を適用する。 
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４  前項の新株引受権付社債を発行する際に商法等

改正法による改正前の商法第 341 条の 13 第１項の

規定に基づき発行する新株引受権証券は、新株予約

権証券とみなして、改正後の規定を適用する。 

 

 付 則 

この改正規定は、平成 15 年１月１日から施行し、

同日以後に上場申請を行う新規上場申請者の株券

の審査から適用する。 

 

付 則 

この改正規定は、平成 15 年４月１日から施行し、

平成 15 年３月１日以後終了する事業年度及び連結

会計年度に係る監査報告書並びに平成 15 年３月１

日後開始する中間会計期間及び中間連結会計期間

に係る中間監査報告書について適用し、平成 15 年

３月１日前に終了する事業年度及び連結会計年度

に係るもの並びに平成 15 年３月１日以前に開始す

る中間会計期間及び中間連結会計期間に係るもの

については、なお従前の例による。 

 

付 則 

この改正規定は、平成 15 年４月１日から施行し、

平成 15 年３月１日以後終了する事業年度及び連結

会計年度に係る監査報告書並びに平成 15 年３月１

日後開始する中間会計期間及び中間連結会計期間

に係る中間監査報告書について適用し、平成 15 年

３月１日前に終了する事業年度及び連結会計年度

に係るもの並びに平成 15 年３月１日以前に開始す

る中間会計期間及び中間連結会計期間に係るもの

については、なお従前の例による。 

 

 付 則 

１ この改正規定は、平成 16 年９月１日から施行し、

同日以後に上場申請を行う新規上場申請者の株券

の審査及び同日以後にアンビシャスからの上場市

場の変更若しくはアンビシャスへの上場市場の変

更に係る申請を行う株券の審査から適用する。 

２ 平成 16 年９月１日から平成 17 年８月 31 日まで

の間に終了する事業年度の終了前の審査において

は、改正後の 1.(2)ｃ若しくは 4.ａ(a)の規定に適

合しないときは、それぞれ改正前の 1.(2)ｃ若しく

は 4.ａ(a)の規定を適用する。 

 

 付 則（平 16.10.1）抄 

２ 株式等の取引に係る決済の合理化を図るための

社債等の振替に関する法律等の一部を改正する法

律（平成 16 年法律第 88 号）による改正前の商法の

規定により株主名簿の閉鎖を行っている場合にお

いては、当該株主名簿の閉鎖時を基準日とみなし

て、改正後の規定を適用する。 

 

 付 則（平 16.12.13）抄 

２ 改正後の 2．(3)ａの(a)に規定する期間内に日本

証券業協会に登録されていた期間が含まれる株券

に関する当該規定の適用については、当該期間にお
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ける日本証券業協会が公表した最終価格（午後３時

現在における直近の売買成立価格をいう。）を当該

期間における国内の証券取引所の売買立会におけ

る最終価格とみなす。 

 

付 則 

この改正規定は、平成 17 年２月１日から施行し、

同日以後に上場申請を行う新規上場申請者から適

用する。 

 

 

 付 則（平 18.5.1） 

この改正規定は、本所が定める日から施行し、施

行の際現に上場申請を行っている新規上場申請者

の株券の審査から適用する。 

 

付 則（平 18.5.1） 

この改正規定は、本所が定める日から施行し、施

行の際現に上場申請を行っている新規上場申請者

の株券の審査から適用する。 

 

付 則（平 18.5.1） 

２ この改正規定施行の日前に終了する連結会計年

度又は事業年度に係る連結貸借対照表又は貸借対

照表に基づいて算定される純資産の額については、

改正後の 2.(5)ａ中「連結貸借対照表の純資産の部

の合計額に、同規則第 45 条の２第１項に規定する

準備金等を加えて得た額から、当該純資産の部に掲

記される新株予約権及び少数株主持分を控除して

得た額」とあるのは「連結貸借対照表の資本の部の

合計額に、同規則第 45 条の２第１項に規定する準

備金等を加えて得た額」と、同ｂ中「貸借対照表の

純資産の部の合計額に、同規則第 54 条の２第１項

に規定する準備金等を加えて得た額から、当該純資

産の部に掲記される新株予約権を控除して得た額」

とあるのは「貸借対照表の資本の部の合計額に、同

規則第 54 条の２第１項に規定する準備金等を加え

て得た額」とする。 

 

付 則（平 18.12.22） 

この改正規定は、本所が定める日から施行し、同

日以後に上場申請を行う新規上場申請者から適用

する。 

 

 

付 則 

この改正規定は、平成 19 年７月１日から施行し、

同日以後に上場申請を行う新規上場申請者から適

用する。 

 

 

付 則（平 20.4.1）抄 

２ 改正後の第４条第１項第７号ａ及びｃ、第６
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条第１項第４号 a 及びｃの規定は、この改正規

定施行の日（以下「施行日」という。）以後に

開始する事業年度から適用し、施行日より前に

開始する事業年度に係るものについては、なお

従前の例による。 

３ 改正後の第４条第１項第７号ｄ、第６条第１

項第４号ｄの規定は、施行日以後に開始する事

業年度から適用する。 

４ 改正後の第４条第１項第８号（第４条第２

項、第６条第１項第５号及び第６条第２項によ

る場合を含む。）の規定は、施行日以後に新規

上場申請を行う者から適用する。 

 

付 則（平 21.11.9）抄 

２ 改正後の第４条第１項第９号の規定は、この

改正規定施行の日（以下「施行日」という。）

以後に新規上場申請を行う者から適用する。 

３ 改正後の第４条第２項の規定は、施行日以後にこ

れらの規定に規定する行為に係る効力発生日が到

来する新規上場申請者又は上場会社から適用する。 

 

 

 付 則（平 22.3.4）抄 

２ 前項の規定にかかわらず、改正後の 1.(2)ｄ

(d)ロ及び 4.a(d)ロの規定は、この改正規定の

施行の日以後に新規上場申請を行う者から適

用する。 

３ 第１項の規定にかかわらず、改正後の 1.(2)

ｃ(a)イの規定は、平成 23 年３月１日以後に終

了する事業年度を直前事業年度として新規上

場申請を行う株券の上場審査から適用し、当該

事業年度より前の事業年度を直前事業年度と

して新規上場申請を行う株券の上場審査につ

いては、なお従前の例による。 

 

 付 則（平 22.6.30）抄 

２ 改正後の２．の規定は、この改正規定施行の日以

後に新規上場申請を行う者から適用する。 

 

付 則（平 24.4.1）抄 

この改正規定は、平成 24 年４月１日から施行

し、平成 26 年４月１日以後に新規上場申請を行

う者から適用する。 

 

 

付 則（平 24.6.1）抄 

２ 改正後の第２条、第４条及び第６条の規定は、こ
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の改正規定施行の日（以下「施行日」という。）以

後に新規上場申請を行う者から適用する。 

３ 改正後の第７条の規定は、施行日以後に上場市場

の変更申請を行う者から適用する。 

４ 改正後の第４条第１項第９号の２（第６条第

１項第５号の規定で適用する場合を含む。）の

規定は、施行日以後に上場申請を行う者から適

用する。ただし、施行日以前から法第 193 条の

２の規定に準ずる監査又は四半期レビューを

受けている公認会計士又は監査法人により、次

の各号に掲げるものについて当該監査又は四

半期レビューを受けている場合には適用しな

い。 

 (1) 施行日以前又は施行日から２年以内に開

始した事業年度及び連結会計年度の財務諸

表等 

 (2) 施行日以前又は施行日から２年以内に開

始した事業年度における四半期会計期間及

び連結会計年度における四半期連結会計期

間の四半期財務諸表等 

 

 付 則（平 24.10.1）抄 

２ 改正後の 2.(6)ｄの規定は、この改正規定施

行の日（以下「施行日」という。）以後に新規

上場申請を行う者から適用する。 

 

付 則（平 26.7.1）抄 

２ 改正後の第４条第１項第８号及び第７条第１項 

の規定は、この改正規定施行の日（以下「施行日」

という。）以後に新規上場申請（施行日より前に予

備申請のあった施行日以後に行われる新規上場申

請を除く。）又は上場市場の変更申請を行う者から

適用する。 

 

付 則（平 26.7.1）抄 

２ 改正後の 2．(8)の規定は、この改正規定施行の  

日（以下「施行日」という。）以後に新規上場申請

（施行日より前に予備申請のあった施行日以後に

行われる新規上場申請を除く。）を行う者から適用

する。 

付 則（平 26.2.13）抄 

２ 改正後の規定は、この改正規定施行の日以後に上

場申請又は上場市場の変更申請を行う者から適用

する。 

 

 

 付 則（平 27.4.1）抄 

２ この改正規則施行の日前に開始した連結会計年

度に係るものについては、「非支配株主持分」とあ

るのは「少数株主持分」とする。 

 

 


